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中
小
企
業
の
バ
ッ
ク
オ
フ
ィ

ス
事
務
の
課
題

　

前
回
、
金
融
デ
ジ
タ
ラ
イ
ゼ
ー

シ
ョ
ン
の
中
で
、
金
融
機
関
に
よ

る
具
体
的
な
取
組
み
が
期
待
さ
れ

る
分
野
と
し
て
挙
げ
た
「
顧
客
企

業
の
事
務
効
率
化
」
に
つ
い
て
、

説
明
し
た
い
。

　

日
本
の
先
進
的
な
大
手
メ
ー
カ

ー
の
工
場
に
行
く
と
、
ぎ
り
ぎ
り

ま
で
効
率
化
が
図
ら
れ
て
い
る
こ

と
が
分
か
る
。
と
こ
ろ
が
、
そ
う

し
た
大
企
業
に
お
い
て
も
、
バ
ッ

ク
オ
フ
ィ
ス
事
務
は
、
そ
れ
ほ
ど

ま
で
に
は
効
率
化
で
き
て
い
な
い
。

ま
し
て
、
中
小
企
業
の
バ
ッ
ク
オ

フ
ィ
ス
事
務
は
、
課
題
が
山
積
み

と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、「
企

業
の
バ
ッ
ク
オ
フ
ィ
ス
事
務
の
効

率
化
こ
そ
、
日
本
の
成
長
の
伸
び

し
ろ
で
あ
る
」
と
言
わ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
金
融
庁
は
、
受
発
注
な

ど
の
商
流
情
報
も
活
用
し
た
「
企

業
の
財
務
・
決
済
プ
ロ
セ
ス
全
体

の
高
度
化
」
を
金
融
デ
ジ
タ
ラ
イ

ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
テ
ー
マ
の
一
つ
に

掲
げ
て
い
る
（
図
表
１
参
照
）。

　

金
融
機
関
の
シ
ス
テ
ム
が
、
企

業
の
業
務
シ
ス
テ
ム
と
結
び
つ
く

こ
と
に
よ
っ
て
、
次
世
代
の
金
融

サ
ー
ビ
ス
が
作
ら
れ
る
。
現
段
階

で
は
、
こ
の
分
野
に
お
い
て
、
決

定
的
な
サ
ー
ビ
ス
を
確
立
で
き
て

い
る
金
融
機
関
は
い
な
い
。
企
業

の
バ
ッ
ク
オ
フ
ィ
ス
事
務
の
効
率

化
支
援
は
、
金
融
界
の
目
前
に
横

た
わ
る
広
大
な
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
だ

と
捉
え
ら
れ
る
。

　
　

デ
ー
タ
連
携
の
推
進

　

企
業
の
バ
ッ
ク
オ
フ
ィ
ス
事
務

の
効
率
化
に
は
、「
個
別
業
務
で

の
Ｉ
Ｔ
活
用
」
と
と
も
に
、「
業

務
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
間
で
の
デ

ー
タ
連
携
」
の
視
点
が
重
要
で
あ

る
。

　

後
者
の
「
業
務
ア
プ
リ
ケ
ー
シ

ョ
ン
間
で
の
デ
ー
タ
連
携
」
に
関

し
て
は
、
①
企
業
内
連
携
（
部
門

間
連
携
）、
②
企
業
間
連
携
、
③

金
融
機
関
連
携
の
３
つ
を
意
識
す

1

2

図表１　企業の財務・決済プロセス全体の高度化の図解

（資料）金融庁

受発注（商流）情報と
決済を連携（金融EDI）

中小企業等を含む
企業会計の
IT・クラウド化

受発注・経理 決済・送金

企業の財務・決済プロセス全体の高度化

資金繰り・
税務対応

税・公金
収納・支払

債権管理など
（手形・小切手）

連携されたデータを
有効活用する

債権管理も
電子化する

電子的に
記録する

電子的に
やりとりする

税・公金収納・支払も
ITでシームレスに

送金電文に商流情報の搭載を可能に
（XML電文化）

XML新システム等の
データを活用した
融資サービス・税務
対応の容易化等

電子手形・
小切手への
移行

商流情報の
IT化の推進

税・公金
収納・支払の
効率化

川
下

川
上

連載　金融デジタライゼーションと実務への影響

　　　金融デジタライゼーションと企業の
事務効率化支援（その１）

第２回

　金融庁の金融行政方針にも示されている、「新しいプレーヤーによ
る金融のイノベーション」と既存の金融機関によるビジネスモデルの
変革に繋がる金融デジタライゼーションについて、解説する連載。第
２回と第３回は金融デジタライゼーションと企業の事務効率化支援に
ついて解説する。

山口　省蔵
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る
必
要
が
あ
る
（
図
表
２
参
照
）。

　

最
終
的
に
は
こ
の
３
つ
の
連
携

機
能
を
満
た
す
こ
と
に
よ
っ
て
、

「
企
業
の
バ
ッ
ク
オ
フ
ィ
ス
事
務

の
大
幅
な
効
率
化
」
と
「
次
世
代

の
金
融
サ
ー
ビ
ス
の
展
開
」
の
双

方
を
実
現
す
る
こ

と
が
で
き
る
。
以

下
、
３
点
に
つ
い

て
解
説
す
る
。

⑴　

企
業
内
連
携

（
部
門
間
連
携
）

　

メ
ー
カ
ー
の
場

合
、
営
業
部
門
が

受
注
を
取
れ
ば
、

製
造
部
門
に
伝
え

ら
れ
、
こ
れ
に
伴

い
製
造
部
門
に
部

品
や
資
材
の
不
足

が
あ
れ
ば
、
仕
入

部
門
に
伝
え
ら
れ
、

仕
入
部
門
が
新
た

な
発
注
を
す
る
。

　

営
業
部
門
が
納

品
し
、
仕
入
部
門

が
検
品
す
れ
ば
、

経
理
部
門
が
売
掛

金
・
買
掛
金
の
発

生
（
売
上
・
費
用
の
発
生
）
を
記

帳
す
る
。
そ
の
後
、
入
金
や
出
金

等
の
決
済
に
伴
い
、
売
掛
金
や
買

掛
金
の
消
し
込
み
が
行
わ
れ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
企
業
内
部
の
一

連
の
業
務
は
繋
が
っ
て
い
る
。
と

こ
ろ
が
、
多
く
の
企
業
に
お
い
て
、

販
売
管
理
、
在
庫
管
理
、
仕
入
管

理
、
経
理
等
が
そ
れ
ぞ
れ
バ
ラ
バ

ラ
に
運
用
さ
れ
、
デ
ー
タ
の
連
携

が
行
わ
れ
な
い
が
た
め
に
、
無
駄

な
転
記
作
業
や
確
認
作
業
が
発
生

し
て
い
る
。
こ
う
し
た
分
断
さ
れ

た
業
務
管
理
を
連
携
さ
せ
る
こ
と

が
、
バ
ッ
ク
オ
フ
ィ
ス
事
務
の
効

率
化
に
と
っ
て
重
要
な
ス
テ
ッ
プ

と
な
る
。

　
「
あ
る
シ
ス
テ
ム
か
ら
出
力
さ

れ
た
結
果
を
次
の
工
程
の
シ
ス
テ

ム
に
手
で
入
力
し
て
い
る
」
と
い

っ
た
処
理
を
連
携
・
自
動
化
す
る

こ
と
に
よ
っ
て
、
効
率
性
も
増
す

ほ
か
正
確
性
も
増
す
。
し
か
し
、

異
な
る
業
務
シ
ス
テ
ム
の
連
携
を

本
格
的
な
シ
ス
テ
ム
開
発
で
対
応

し
よ
う
と
す
る
と
、
大
き
な
コ
ス

ト
が
か
か
る
。

　

そ
の
コ
ス
ト
が
大
き
い
が
ゆ
え

に
、「
二
重
処
理
と
分
っ
て
い
な

が
ら
人
手
で
や
っ
て
き
た
」
と
い

う
企
業
も
あ
る
。

　

近
年
の
業
務
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ

ン
で
は
、
他
の
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ

ン
と
の
間
で
の
デ
ー
タ
の
や
り
取

り
を
意
識
し
て
、
Ａ
Ｐ
Ｉ
（A

p-
plication Program

m
ing In-

terface. 

あ
る
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ

ン
の
機
能
や
デ
ー
タ
等
を
他
の
ア

プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
か
ら
呼
び
出
し

て
利
用
す
る
た
め
の
仕
様
）
が
作

ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

　

従
っ
て
、
業
務
毎
に
異
な
る
ア

プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
同
士
で
も
、
デ

ー
タ
連
携
が
で
き
る
ケ
ー
ス
は
増

え
て
い
る
。

　

ま
た
、
Ｒ
Ｐ
Ａ
（Robotic 

Process A
utom

ation

）
の
よ

う
な
端
末
操
作
の
自
動
処
理
を
可

能
と
す
る
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が

広
ま
っ
て
き
た
。
あ
る
業
務
シ
ス

テ
ム
か
ら
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
を
他

の
業
務
シ
ス
テ
ム
に
手
入
力
し
て

図表２　業務アプリケーション間でのデータ連携

経理部門

①企業内連携、②企業間連携、③金融機関連携のイメージ

経理部門

売掛金計上

買掛金計上

売掛金消込み

買掛金消込み

営業部門

①企業内連携

③金融機関連携 金融機関②企業間連携

①企業内連携

受注 納品 請求 入金

発注 検品 確認 支払仕入部門

受
注
企
業

発
注
企
業
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い
た
と
こ
ろ
を
、
Ｒ
Ｐ
Ａ
を
使
う

こ
と
に
よ
っ
て
、
ユ
ー
ザ
ー
サ
イ

ド
で
自
動
的
に
連
携
さ
せ
る
こ
と

が
可
能
に
な
っ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
近
年
、
ク
ラ
ウ
ド
を

活
用
し
た
安
価
な
Ｅ
Ｒ
Ｐ
（En-

terprise Resource Planning

）

が
提
供
さ
れ
て
き
て
い
る
。
Ｅ
Ｒ

Ｐ
と
は
、
多
く
の
業
務
シ
ス
テ
ム

を
オ
ー
ル
イ
ン
ワ
ン
で
提
供
す
る

こ
と
に
よ
り
、
企
業
全
体
を
管
理

す
る
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。

　

始
め
か
ら
業
務
間
の
デ
ー
タ
が

連
携
さ
れ
た
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
た

め
、
二
重
処
理
が
発
生
し
な
い
ほ

か
、企
業
の
状
況
の
見
え
る
化（
管

理
会
計
等
の
構
築
）
も
可
能
と
な

る
。

　

従
来
、
Ｅ
Ｒ
Ｐ
は
、
高
価
か
つ

企
業
毎
の
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
が
必
要

で
あ
っ
た
が
ゆ
え
に
、
大
企
業
で

は
導
入
で
き
た
と
し
て
も
、
中
小

企
業
に
は
ハ
ー
ド
ル
が
高
か
っ
た
。

し
か
し
、
中
小
企
業
で
も
、
ク
ラ

ウ
ド
Ｅ
Ｒ
Ｐ
の
活
用
に
よ
り
、
部

門
間
デ
ー
タ
連
携
を
一
気
に
実
現

で
き
る
環
境
が
整
い
つ
つ
あ
る
。

⑵　

企
業
間
連
携
（
Ｅ
Ｄ
Ｉ
）
か

ら
金
融
機
関
連
携
（
金
融
Ｅ
Ｄ

Ｉ
）
へ
の
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ

　

デ
ー
タ
の
企
業
間
連
携
は
、
Ｅ

Ｄ
Ｉ
（Electronic D

ata Inter-
change

）
と
呼
ば
れ
て
い
る
。

Ｅ
Ｄ
Ｉ
と
は
、
企
業
間
で
行
わ
れ

る
受
発
注
や
代
金
請
求
等
の
情
報

の
や
り
取
り
を
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
や
専
用
回
線
を
通
じ
て
、
デ
ジ

タ
ル
ベ
ー
ス
で
行
う
こ
と
で
あ
る
。

大
企
業
グ
ル
ー
プ
内
で
の
受
発
注

の
や
り
取
り
な
ど
に
は
、
こ
う
し

た
Ｅ
Ｄ
Ｉ
が
使
わ
れ
て
い
る
。

　

金
融
Ｅ
Ｄ
Ｉ
は
、
Ｅ
Ｄ
Ｉ
の
シ

ス
テ
ム
を
さ
ら
に
資
金
決
済
に
ま

で
つ
な
げ
た
も
の
で
あ
り
、
こ
れ

が
デ
ー
タ
の
金
融
機
関
連
携
で
あ

る
。
こ
れ
ま
で
金
融
Ｅ
Ｄ
Ｉ
が
な

か
っ
た
が
た
め
に
、
企
業
で
は
、

受
注
・
納
品
・
請
求
の
情
報
を
デ

ジ
タ
ル
ベ
ー
ス
で
や
り
取
り
で
き

た
と
し
て
も
、
そ
の
資
金
が
決
済

さ
れ
た
か
ど
う
か
の
確
認
（
消
し

込
み
）
を
人
手
で
行
う
と
い
っ
た

非
効
率
な
事
務
フ
ロ
ー
と
な
っ
て

い
た
。

　

も
し
、
納
品
・
請
求
し
た
金
額

と
入
金
さ
れ
た
金
額
が
合
わ
な
け

れ
ば
、
山
積
み
と
な
っ
た
紙
ベ
ー

ス
の
伝
票
を
ひ
っ
く
り
返
し
て
確

認
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た

（
図
表
３
参
照
）。

　

金
融
Ｅ
Ｄ
Ｉ
が
実
現
で
き
れ
ば
、

企
業
は
、
受
発
注
、
請
求
、
資
金

決
済
と
い
っ
た
連
続
し
た
事
務
を

自
動
化
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

⑶　

全
銀
Ｅ
Ｄ
Ｉ
シ
ス
テ
ム
稼
動

　

２
０
１
８
年
12
月
に
、全
銀
協
・

全
銀
ネ
ッ
ト
が
、
金
融
Ｅ
Ｄ
Ｉ
の

基
盤
と
な
る
「
全
銀
Ｅ
Ｄ
Ｉ
シ
ス

テ
ム
」（
通
称
：
Ｚ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
）
を

稼
動
さ
せ
た
。

図表３　伝票の山となった事務所

出典：日本銀行「ITを活用した金融の高度化に関するワーク
ショップ」第３回「商流情報と金融の融合」小島プレス
工業株式会社資料（2015年１月）抜粋

差異が発生した場合この山から探す
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全
銀
Ｅ
Ｄ
Ｉ
シ
ス
テ
ム
は
、
Ｘ

Ｍ
Ｌ
電
文
（
電
文
の
長
さ
等
を
柔

軟
に
設
計
・
変
更
す
る
こ
と
が
可

能
な
電
文
形
式
）
に
対
応
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
送
金
時
に
、
支
払

企
業
か
ら
受
取
企
業
に
、
様
々
な

付
随
情
報
（
支
払
通
知
番
号
、
請

求
書
番
号
な
ど
）
の
送
信
を
可
能

に
す
る
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。

　

基
盤
は
で
き
た
と
は
い
え
、
今

後
、
金
融
Ｅ
Ｄ
Ｉ
の
実
用
化
に
は
、

金
融
機
関
や
Ｉ
Ｔ
ベ
ン
ダ
ー
に
よ

る
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
開
発
が

必
要
に
な
る
。

　

金
融
機
関
に
は
、
Ｉ
Ｔ
ベ
ン
ダ

ー
や
Ｆ
ｉ
ｎ
Ｔ
ｅ
ｈ
ｃ
ｈ
企
業
と

連
携
し
つ
つ
、
金
融
Ｅ
Ｄ
Ｉ
を
組

み
込
ん
だ
企
業
の
事
務
効
率
化
ア

プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
開
発
と
提
供

が
望
ま
れ
て
い
る
。

　
　

企
業
デ
ー
タ
の
金
融
機
関
連

携
か
ら
始
ま
る
新
た
な
金
融
ビ

ジ
ネ
ス

　

デ
ジ
タ
ラ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
意

味
す
る
と
こ
ろ
は
、「
様
々
な
デ

ー
タ
を
低
コ
ス
ト
で
蓄
積
・
活
用

で
き
る
よ
う
に
な
る
」
と
い
う
こ

と
で
あ
る
。

　

デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
者

は
、
ユ
ー
ザ
ー
と
と
も
に
、
デ
ー

タ
の
蓄
積
と
活
用
が
可
能
に
な
る
。

金
融
機
関
が
、
金
融
Ｅ
Ｄ
Ｉ
等
の

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
者
の
ポ
ジ
シ
ョ

ン
を
確
保
す
る
こ
と
は
、
次
世
代

の
金
融
ビ
ジ
ネ
ス
の
布
石
と
な
る
。

　

企
業
内
で
連
携
で
き
る
デ
ー
タ

に
は
、
受
発
注
、
在
庫
、
人
事
、

取
引
先
等
様
々
な
デ
ー
タ
が
あ
る
。

従
来
は
取
得
お
よ
び
分
析
が
難
し

か
っ
た
こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
を
金
融

機
関
が
活
用
で
き
る
と
す
れ
ば
、

今
ま
で
の
財
務
デ
ー
タ
の
み
で
の

企
業
評
価
に
比
べ
、
よ
り
経
営
の

実
態
に
迫
っ
た
分
析
が
可
能
に
な

る
。

　

す
で
に
、
日
本
銀
行
な
ど
に
お

い
て
、
受
発
注
情
報
を
企
業
の
与

信
判
断
に
活
用
す
る
研
究
が
行
わ

れ
て
き
た
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
デ

ー
タ
の
活
用
は
、
与
信
判
断
の
み

な
ら
ず
、
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
、

新
規
先
開
拓
等
の
分
野
に
も
及
ぶ

は
ず
で
あ
る
。

　

さ
ら
に
、
金
融
Ｅ
Ｄ
Ｉ
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
す
る
金
融
機
関
に
は
、

企
業
の
決
済
口
座
が
お
か
れ
る
よ

う
に
な
る
は
ず
で
あ
る
。
金
融
Ｅ

3

図表４　中小企業におけるIT ツールごとの利用状況

資料：全国中小企業取引振興協会「中小企業・小規模事業者の経営課題に関するアンケー
ト調査」（2016年１月）

充分利活用されている 限定的な利活用にとどまっている

導入済みだがほとんど利活用されていない 未導入・非該当 無回答

一般オフィスシステム
（ワード、エクセル等）

電子メール

0

55

100（％）

55.955.9

54.154.1

40.340.3

21.521.5

18.518.5

12.212.2

26.026.0

25.225.2

20.820.8

25.425.4

22.022.0

15.715.7

3.23.2

4.74.7

2.62.6

2.82.8

3.73.7

5.15.1

10.810.8

12.112.1

31.731.7

45.445.4

50.750.7

61.261.2

4.04.0

4.04.0

4.54.5

5.05.0

5.15.1

5.85.8

給与・経理業務の
パッケージソフト

調達、生産、販売、会計などの
基幹業務統合ソフト（ERP等）

電子文書（注文・請求書）での商取引や
受発注情報管理（EDI等）

グループウェア（スケジュール・業務情報
共有やコミュニケーション）
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Ｄ
Ｉ
は
メ
イ
ン
バ
ン
ク
化
の
必
須

サ
ー
ビ
ス
に
な
る
。

　
　

中
小
企
業
の
Ｉ
Ｔ
活
用
の
現

状
と
導
入
支
援

　

中
小
企
業
の
バ
ッ
ク
オ
フ
ィ
ス

事
務
に
お
け
る
Ｉ
Ｔ
活
用
の
実
態

は
ど
う
な
っ
て
い
る
で
あ
ろ
う
か
。

個
社
毎
に
か
な
り
の
差
が
あ
る
と

思
わ
れ
る
が
、
大
方
の
先
で
は
、

オ
フ
ィ
ス
ソ
フ
ト
や
電
子
メ
ー
ル

の
活
用
、
給
与
・
経
理
業
務
へ
の

パ
ッ
ケ
ー
ジ
ソ
フ
ト
の
導
入
ま
で
、

と
い
っ
た
と
こ
ろ
だ
ろ
う
（
図
表

４
参
照
）。

　

中
小
企
業
の
Ｉ
Ｔ
活
用
の
現
状

は
、「
企
業
内
の
各
業
務
シ
ス
テ

ム
に
加
え
、
他
企
業
と
金
融
に
ま

で
デ
ー
タ
を
連
携
さ
せ
る
こ
と
に

よ
り
、
バ
ッ
ク
オ
フ
ィ
ス
事
務
を

大
幅
に
効
率
化
さ
せ
る
」
と
い
う

目
標
か
ら
、
か
な
り
の
距
離
が
あ

る
。

　

金
融
機
関
が
金
融
Ｅ
Ｄ
Ｉ
を
組

み
込
ん
だ
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を

開
発
し
た
と
し
て
も
、
企
業
へ
の

導
入
が
簡
単
に
進
む
と
は
思
わ
れ

な
い
。

　

従
っ
て
、
金
融
機
関
は
、
こ
の

距
離
を
埋
め
る
た
め
に
、「
企
業

に
対
す
る
Ｉ
Ｔ
導
入
支
援
」
を
展

開
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
現
在
、

多
く
の
金
融
機
関
が
事
業
者
支
援

に
注
力
し
て
い
る
。
そ
れ
ら
の
中

心
は
、
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
、

事
業
承
継
等
で
あ
る
が
、
こ
こ
に

Ｉ
Ｔ
導
入
支
援
を
含
め
る
こ
と
が
、

金
融
機
関
の
経
営
戦
略
上
、
重
要

な
意
味
を
持
つ
。

　

前
述
の
と
お
り
、
そ
れ
は
、
企

業
の
様
々
な
デ
ー
タ
を
活
用
し
た
、

新
た
な
金
融
サ
ー
ビ
ス
の
構
築
に

繋
が
っ
て
い
く
か
ら
で
あ
る
。

　

な
お
、
金
融
機
関
が
企
業
に
対

す
る
Ｉ
Ｔ
導
入
支
援
を
ど
の
よ
う

に
や
っ
て
い
け
ば
よ
い
か
に
つ
い

て
は
、
次
回
以
降
に
解
説
し
た
い
。

 （
株
式
会
社
金
融
経
営
研
究
所　

代
表
取
締
役　

所
長
）
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 個人型ＤＣ早わかり講座
受講期間：２ヵ月／受講料：   9,800円（税込）
受講期間：３ヵ月／受講料：10,880円（税込）

　公的年金の受給水準の低下が予想される中、自助努力による老後
資金の確保が課題となっています。この課題を補完すべく、改正確
定拠出年金法が平成29年１月から施行され、基本的にすべての方が
節税メリットの高い個人型ＤＣに加入できるようになりました。そ
こで、本講座では、個人型ＤＣの基礎知識から加入提案まで、年金
口座獲得の推進に資する実務知識をわかりやすく解説しました。

■テキスト１　確定拠出年金の基礎知識
金融機関の確定拠出年金口座獲得の必要性／確定拠出年金の概要と
位置付け／顧客の関心事と適切な回答
■テキスト２　投資知識と個人型年金の提案
投資教育と投資助言／投資商品の基礎知識／自営業者へのアプローチと
アドバイス／個人型年金のアプローチとアドバイス


